	広域避難者　支援についての調査


関西学院大学災害復興制度研究所
所長　室﨑　　益輝

年末年始でご多忙の折、お手を煩わせることになりますことをご容赦ください。当研究所は、福島大学災害復興研究所と連携協定を結び、さらには支援団体「富岡町を応援するおせっかいプロジェクトチーム」「東日本大震災支援全国ネットワーク（JCN）」、及び毎日新聞社とも協力しながら、東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所の事故で避難された方々の生活実態や各自治体での受け入れ状況、各地での民間による支援について調査・研究を進めております。今回の調査は、県外避難者の自立や生活再建に資するとともに、避難者の方々のネットワークづくりや支援団体同士の連携に貢献することが目的です。御用繁多とは存じますが、調査の趣旨をお酌み取りいただき、ご協力いただきますよう願いする次第です。

調査の回答は、同封の封筒にて返信いただくか、下記へFAXをいただければ幸いです。また、デジタルでの回答をご希望の場合は、下記研究所ホームページの「調査」のバナーをクリックのうえ、調査票をダウンロードし、添付メールにてご返送ください。

なお、調査結果については、メディアや研究所ホームページを通じて開示していく予定です。


【記入上の注意】

１　回答は、特に指示のない限り、あてはまる番号をひとつ○で囲んでください。ただし、「あてはまるものすべてに○をつけてください」と複数回答可の指示がある問いについては、その指示にしたがってください。

２　お手数ですが、最後に記入もれや記入ミスがないかどうか今一度お確かめください。

３　締め切り：2012年1月16日

▼調査主体・調査企画

関西学院大学・山中　茂樹、森　康俊、川崎医療福祉大学　田並　尚恵

▼調査責任者：問い合わせ先

関西学院大学災害復興制度研究所　主任研究員／教授　　山中茂樹

E-mail：s-yamanaka@kwansei.ac.jp

携帯：０９０－９０４７－９０２２
▼調査協力：記事化についての問い合わせ先

毎日新聞社大阪本社　社会部　記者　川口　裕之

E-mail：kawaguchi-hi@mainichi.co.jp

▼調査実施：メールでの返送先

株式会社サーベイリサーチセンター　社会情報部　アンケート事務局

E-mail: hinan-chousa@surece.co.jp

	貴団体について


０．貴団体の概要について教えて下さい。

	団体名
	
	回答者名
	

	所在地
	〒
	ホーム

ページ
	

	設立年
	昭和・平成　（　　　　）　年
	活動人員
	実人数：　　　　延べ人数：

	ご連絡先
	Tel：　 
	Fax：
	e-mail：

	連携して

いる団体
	


問１．貴団体は、東日本大震災を契機に組織された団体・グループですか。（○はひとつ）

１．東日本大震災を契機に組織された

２．阪神・淡路大震災を契機に組織された
３．上記以外の災害を契機に組織された（具体的な災害名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４．いずれの震災とも関係なく組織された　⇒　問２
（いずれの震災とも関係なく組織された団体にお聞きします）

問２．貴団体は、どのような性格をもった組織でしょうか。以下の選択肢の中からもっとも近しいものをお選びください。（関係するものに○をつけてください）

１．福祉

２．法律

３．反核・反原発

４．建築・まちづくり

５．環境

６．男女共同参画

７．消費者

８．宗教

９．労働組合
10．政党系
11．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（全員にお聞きします）

問３．貴団体は、つぎのうち、どちらの組織にあてはまりますか。（○はひとつ）
１．県外被災者の支援組織
２．県外被災者自身の組織　⇒　問４へ

３．その他

（県外被災者自身の組織と答えられた団体にお聞きします）

問４．貴団体では、どのようにメンバーを募集されましたか。（○はいくつでも）

１．避難先の自治体から提供を受けた。

２．口コミで集めた。

３．新聞、テレビ、ラジオなどマスコミの協力

４．代表者の一人がホームページを立ち上げ、呼びかけた。

５．公営住宅へのポスティング

６．支援団体の協力で

７．出身自治体の情報

８．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（全員）

問５．貴団体は、今回の震災での活動について、新聞やテレビなどのマスコミに紹介されたことがありますか。（○はひとつ）
１．ある
２．ない

問６．貴団体では、インターネットを通じた情報発信をしていますか。（○はいくつでも）
１．ホームページを持っている。
２．ほかの団体のホームページで情報発信している。

３．メーリングリストで運用している
４．ツィッター、フェイスブックを活用している
問７．貴団体の組織運営や活動方針については、どのように意思決定をされていますか。（自由回答）
自由回答

問８．貴団体の活動地域において、どのように市町村などの行政機関と連携されていますか。（○はいくつでも）
１．社協と協力関係にある。
２．防災部局と連携している。
３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４．特段の連携はしていない

	東日本大震災における貴団体の支援活動について


問９．貴団体では、東日本大震災における県外被災者に対して、どのような支援を行っていますか。
（○はいくつでも）

１．法律相談

２．保育・託児

３．学習指導

４．野外活動

５．家財道具支援

６．近隣マップづくり

７．情報支援

８．就職相談

９．日用品の支援

10．レジャ​​－・イベント企画

11．仲間づくり

12．行政手続き代行

13．義援金集め
14．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問１０．貴団体の活動場所を具体的にお教えください。（○はいくつでも）
１．避難所　（　　　　　　　　　　）
２．仮設住宅（　　　　　　　　　　）

３．みなし仮設住宅（　　　　　　　　　）

４．公営住宅（　　　　　　　　　　）

５．地域　　（　　　　　　　　　　）
問１１．貴団体の活動の範囲をお教えください。
都道府県（　　　　　　　　　　　）

区市町村名（　　　　　　　　　　）
赤坂プリンス、東雲住宅のように限定された場所（　　　　　　　　　　）
問１２．貴団体の支援活動について、どのような状態を目標として活動していますか。（○はひとつ）

※いつまで続けるのか。ゴールはどういう段階と想定しているか。
１．避難者という存在がなくなるまで
２．仮設住宅が解消されるまで
３．今年いっぱい
４．様子を見ながら、いましばらく。
５．すでに終了した
６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問１２―１．問１２で「５すでに終了した」以外の回答をされた団体にお伺いします。今後、どのような支援活動を考えておられますか。自由にお書きください。

自由回答


問１３．貴団体の活動資金をお教えください。（○はいくつでも）

また、それぞれのおおよその割合で構いませんので、具体的にご記入ください。
	選択肢
	おおよその

割合

	１　自己資金
	割　

	２　会費
	割　

	３　どこかの助成金
	割　

	４　義援金
	割　

	５　その他（　　）
	割　

	合計
	１０　　　割　


問１３－１．活動を続けていくうえで、行政の支援が必要だとお考えですか。
１．必要だ。

２．必要ない

問１３－２．必要とお答えになった団体にお尋ねします。どんな支援が必要ですか。

１．資金援助

２．名簿など情報提供

３．集会場所などの提供

４．その他

問１３－３．支援をするうえで、あるいは避難者が結束する上で、自治体の個人情報保護の立場が壁になっていると聞きます。その通りでしょうか。

１．その通りである。

２．そうは思わない。

問１３－４．問１３－３で、「１．その通りである」とお答えになった団体にお聞きします。どうすればよいとお考えでしょうか。

１．個人情報保護法の災害版をつくる。

２．個人情報保護法を廃止する。

３．自治体の個人情報保護条例に問題があるので、国で指導する。

４．避難元自治体が避難地域ごとにリエゾンオフィサー（連絡役）を指名し、そこに避難名簿を
提供する。
５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	貴団体の支援活動にあたっての課題について


問１４．貴団体が接触されている自治体の避難者に対する支援についてお伺いします。当該自治体の対応でよいと思われる点、問題だと思われる点を自由に列挙してください。
１．よいと思われる点
　　
２．問題だと思われる点

門１５．自治体の対応で問題点を挙げられた団体にお聞きします。問題の解決のためにどのような方法をとられましたか。

１．対処法


２．何もしていない（なにもできない）

理由：
問１６．県外被災者支援のための制度、政策、システムなどについて、必要だと思われるものをお答えください。（○はいくつでも）
１．原発避難者特例法を全避難者に拡大する。
２．三宅島噴火災害の折の災害保護特別事業のように行政で生活支援をする。
３．すべての避難者に住宅支援をする。
４．税・社会保障の一体改革に併せて、国民全員の被災者台帳（カルテ）を準備する。
５．県外避難者用相談窓口の開設

６．被災者生活再建支援法の長期避難者として扱う。

７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問１６－１．県外避難者に対する今後の支援策として必要だと思われる支援策について、①下記の選択肢欄のうち、重要だと思われるものから順に数字でお答えください。
②また、特に必要だと思われる支援策について具体的にお答えください。

①重要な支援策
（最も重要）

（選択肢）

１．就労支援

２．法律相談

３．教育支援

４．定期的な健康診断

５．生活支援（一定レベル以下になった場合）

②特に必要だと思われる支援策
具体的に
問１６－２．今回、総務省は全国避難者情報システムを稼働させました。十分、機能していたとお考えですか
１．はい

２．いいえ

問１６－３．「いいえ」とお答えになった団体にお聞きします。それはなぜですか。（自由回答）

自由回答

問１６－４．行政から避難者名簿の提供を受けておられますか。

１．はい

２．いいえ→問16-6へ
問１６－５．避難者名簿の提供を受けているとお答えになった団体のお聞きします。
実現した理由はなんでしょうか。
自由回答

問１６－６．避難者名簿の提供を受けておられない団体にお聞きします。
名簿の提供を求められましたか。

１．はい

２．いいえ

問１６－７．名簿の提供を求めたものの、提供されなかった団体にお聞きします。
提供できない理由について行政側はどう説明したのでしょうか。
自由回答

問１６－８．避難者への連絡は、どういう方法で行っておられますか。
１．行政を通じて

２．社協を通じて

３．インターネットによって

４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	自主避難について


問１７．「自主避難者」の扱いについて、どのように考えていますか。（○はひとつ）

１．放射能被爆で一定線量以上が観測されている地域からの避難については被災証明所持と
同様の扱いをすべきである。
２．福島県からの避難については、すべて被災証明所持と同様の扱いをすべきである。
３．今のままでよい。
４．よくわからない

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１８．福島の原発からの距離によって、被災者が区別されていることをどう考えますか。
（○はひとつ）
１．やむを得ない。
２．おかしい。線量で考えるべきである。
３．東電の事故が問題なのだから、危険だと思った人たちはすべて被災者として同等に扱うべきだ。
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問19　避難が長期になると避難者の自立についても考えなければなりません。貴団体では自立に向けての支援プログラムをお持ちでしょうか。

１．はい

２．いいえ

３．現在、検討中

問19-1　「はい」「現在、検討中」とお答えになった団体にお聞きします。それはどんなプログラム、あるいは構想でしょうか。具体的にお書きください。

自由回答
問19-2　「いいえ」とお答えになった団体にお聞きします。その理由はなんでしょうか。

自由回答


問１９．受入自治体によって行政サービスに濃淡があります。支援を手厚くするため、支援団体間の連携と情報交換が必要だと思いますが、いかがでしょう。

１．そう思う。

２．そう思わない。

３．その他

問２０．全国の支援団体が一堂に介する連絡会を開催した場合、参加されますか。

１．参加する。

２．旅費を負担してもらえれば参加する。

３．参加しない。

４．その他

問２１．支援団体の間でメーリングリストをつくることについてはいかがでしょう。

１．賛成だ。

２．反対だ。

３．その他

問２２．支援団体間のネットワークをつくる場合、キー局をどこに置けばよいとお考えでしょうか。

１．避難者の大半は福島なので、福島の団体がよい。

２．政府と話をするうえで、東京がよい。

３．その他

４．必要ない。

問２３．首都直下地震、東海・東南海・南海地震が発生した場合も大領の県外被災者が出ると考えられます。どのような支援が必要だとお考えですか。（○はひとつ）
１．全国的な被災者支援台帳の整備とネットワーク化
２．避難先でも元いたところと同じ行政サービスが受けられる準市民制度の法制化
３．生活保護制度を緩和した災害保護制度の法制化
４．避難自治体ごとに元いた自治体と避難住民とをつなぐ「リエゾンオフィサー（連絡役）」を
準公務員として設置する

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。
避難者の自立について





支援団体の連携について





これからの巨大災害に向けて





返送先


〒662-8501  兵庫県西宮市上ヶ原一番町1-155


関西学院大学災害復興制度研究所　


TEL：（0798）54－6996（直通）　FAX：（0798）54－6997）


E-mail：hinan-chousa@surece.co.jp


URL：http://www.fukkou.net
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